




(William Holdsworth, A History of English Law (2nd. ed. 1937),
Vol. VIII, THE COMMON LAW AND ITS RIVALS, Part II. The Rules of Law,
CHAP. III. Contract and Quasi-Contract, §1. The Doctrine of Consideration)
石 田 裕 敏
第 1節 ｢約因の原理」
























主として引受訴訟 ――約因原理は 16 世紀と 17 世紀にそこから出発したのであ
るが―― に由来する考え方を基礎に約因原理が定着した。それゆえ，これらの





初期のコモンローがローマ法から借用した 1 つの考え方が裸の約束 (nude
pact) は強制できないという考え方であったことはすでに見た1)。この考え方は，








1 ) 第 3 巻 413頁。


























4 ) 第 3 巻 421-423頁。
5 ) この言葉のコモンローにおける非専門的用法の例は，Y. B. 12 Ed. IV. Mich. pl. 2, per
Choke に見出される。[後略] ｢クィド・プロ・クゥオという用語は，甚だしく扱いに
かった。加えてその用法はこの用語をもっぱら金銭債務とのみ関連づけた。」Street,
Foundations of Legal Liability ⅱ 37.
6 ) ｢クィド・プロ・クゥオという用語は，甚だしく扱いにかった。加えてその用法はこ
の用語をもっぱら金銭債務とのみ関連づけた。」Street, Foundations of Legal Liabilityⅱ
37.






















が使われたこと，16 世紀の間，それらの条件は，土地保有条件 (tenure) の創
設11)，金銭の支払い12)，愛情と自然な情愛13)，のうちのいずれかになってきたこ
とはすでに見た。1つ目の種類の約因はすぐに重要でなくなったことはすでに見
7 ) 第 5巻 294-295 頁。
8 ) 第 4巻 424，425-427頁。
9 ) 第 5巻 294-295 ; L. Q. R. xxiv 382頁。
10) 第 5巻 296頁。
11) 第 4巻 429頁。
12) 同書 424 頁。
13) 同書 425-426頁。
―― ウィリアム・ホールズワース『イギリス法の歴史』176










(Doctor and Student)』において，St. Germain は，以下の表現を使っている：「補
償 (Recompense) (4 回)，原因 (3回)，ある約因 (2回)，世俗的な利益の約因 (1
回)，神に関する学びまたは神への奉仕の原因を維持する願望という意味におけ
る原因 (1回)，クィド・プロ・クゥオ (1回)，物品その他の何らかの収益 (1回)，
約束に対して譲渡された物 (1回)，新たな負担 (1回)，約束を理由とする負担








14) 土地保有条件の創設が約因であるという考え方の歴史と影響については，第 4 巻
429-430，469-470 頁参照。
15) 同書 427頁。前述，第 7巻 359頁。
16) 後述，12-13，26-29，31-32，36-38頁。
17) Foundations of Legal Liability ⅱ 39 n. 1.
18) Foundations of Legal Liability ⅱ 39 n. 9 で引用されている。
19) Plowden 300.
20) 第 4巻 426頁。
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ずれかによって契約を強制可能なものにする状況を意味する半大衆的意味で使わ



















いる一方の側に新たになされたことが何もないからである。」Plowden at p. 302.
22) Dyer 334b.
23) At f. 336b.
24) ｢契約と交換取引にはクィド・プロ・クゥオがある。」同書。




Shelton (1557) 3 Leo. 4，が，おそらくその用語がこの意味で使われている最も初期の
事例である。Ames, Lectures 147 注 1) は，このケースを引用して，「ヘンリー 8 世と
エドワード 6 世の治世における半ダースのケースのレポートにおいて，,約因-という
言葉が現れていないことは注目すべき事実である」と述べている。Whorwood v.







は，財務府裁判所主席裁判官 (chief baron) の Manwood が，自らが当事者であ
るケースにおいて行った誤審令状 (writ of error) に対する答弁 (answer) によっ
て明瞭に例証されている27)。彼はその答弁全体を通じて約因という言葉をこの意
味で使っているのみならず，様々な可能な約因を次のように分類している。彼は














達は，単純契約 (simple contract) の分野をカバーするために引受訴訟を拡張する
にあたり，金銭債務訴訟から取ったアナロジーを使ったということ32)，および弁
でにかなりよく定着していた。Sidenham and Worlingtonʼs Case 2 Leo. at p. 225 におい




27) Manwood and Burstonʼs Case (1587) 2 Leo. 203.
28) 同書 204 頁。
29) 第 3 巻 434-441頁。
30) 同書 442-444 頁。
31) 同書 444-446頁。
32) 同書 436-438，445-446頁。



















ここでこの定着の歴史に目を向けることにする。まず，16 世紀と 17 世紀に出
現した原理の主たる特徴をいくつか考察しなければならない。
33) 同書 440 頁。
34) 後述 10-11，22，24 頁。
35) 後述 10-11頁。
36) 第 4巻 424，425-426頁；前述 4-5 頁。
37) 後述 12-13，26-29，31-32，36-38頁。
38) 後述 25 頁以下。
39) 後述 34 頁以下。
―― ウィリアム・ホールズワース『イギリス法の歴史』180
16 世紀および 17 世紀における約因
この時期の約因原理の発展を形作った主要な影響は，「明示的 (express)」また
は「特別 (special)」引受訴訟の性質と事物管轄に求められなければならない40)。
























41) 同書 420-423，426-428，442-444 頁。






















42) 第 3 巻 445 頁。
43) (1603)4 Co. Rep. 92b ; 第 3巻 444 頁。
44) 後述 88頁以下。
45) Hodge v. Vavisour 3 Bulstr. 222.
































50) 第 3 巻 440-441頁。
51) Richardʼs and Bartletʼs Case (1584) 1 Leo. 19，後述 21 頁に引用；Greenleaf v.
Barker (1591) Cro. Eliza. at p. 194 ; Knight v. Rushworth (1596) 同書 470 頁；および
Ames, Lectures 143 注 3 によって引用されている他のケースを参照。
52) 9 Co. Rep. f. 93b.
53) At f. 94a.



















55) Stone v. Wythipol (1588) Cro. Eliza. at p. 126 ; Greenleaf v. Barker (1591) 同書 194




56) Currie v. Missa (1875) L. R. 10 Ex. at p. 162 ; 同様に Scotson v. Pegg (1861) 6 H. and
N. at 299 においてMartin 裁判官は「どのような行為でも，それによって契約当事者が
利得をえる場合，それは，その当事者による約束の有効な約因である」と述べた。また，
同書 300 頁のWilde 裁判官の判決は，約因に関する同じ見解に部分的にもとづいてい
る。後述 41頁参照。
57) このことは，Langell, Contract§ 64によって初めて指摘された。
































59) Anon. Style 6.
60) 1 Ventris 6.

















と述べた。なるほど 1724年に Crow v. Rogers63)ケース ――家族の継承的財産





61) 後述 18頁および注 100)。
62) 2 Lev. 211 ;Mitchel v. Reynolds (1711) 1 P. Wms. at p. 193 における Parker首席裁判
官の判決の中に同じ混乱が見られる。














訴訟によって訴えることができたこと66)，また 17 世紀には Cが債務負担支払引














Mitchel v. Reynolds (1711) 1 P. Wms. at p. 193 における Parker首席裁判官の判決を参
照。後述 62頁および注 1 で引用されている。
65) 後述 40 頁。
66) 第 3 巻 425-428頁。
67) 同書 447-450 頁；後述 88頁以下。
68) Style 296.
69) ここで提起された特殊主張訴訟は，引受訴訟であった。
70) ｢有効な約因にもとづいて Aが C に金銭を支払うことを Bに対して引き受けたとす
れば，C はこの金銭を求めて A に訴訟を提起できる。」Yard v. Eland (1699) 1 Ld.
Raym. at pp. 368-369.
71) (1651) Style 296.




















72) Barwickʼs Case 5 Co. Rep. at f. 94a.
73) Sidenham and Worlingtonʼs Case (1585) 2 Leo. at p. 225において Periam 裁判官は，
過去の意味で既履行という用語を使っている。そして，Docket v. Voyel (1602) Cro.
Eliza. 885において，過去と既履行という用語は同意語として使われている。しかし，















と St. Germain が考えていたことは明瞭である77)。















79) Dyer f. 272a. このケースの注には，過去の約因と既履行の約因の区別がよく理解され
ていたことを示す 16 世紀と 17 世紀初めのケースの貴重なコレクションが含まれている。










81) 2 Leo. 224.






に (ex abundanti) 約束する場合，使用人は件の約束にもとづいてその 10ポンド
を求めて訴訟を維持することは決してできない。その約束に先行する新たな原因
あるいは約因が全くないからである。」1636年に Jones 裁判官と Croke 裁判官が
Townsend v. Huntケースにおいてこれと非常に類似したこと述べた83)。明らか
にこのような法の見方は，引受訴訟が黙示契約の領域に適合することを容易にし







Worlington’s Caseにおいて Periam 裁判官86)と Rhodes 裁判官87)によって承認さ





82) 同書 225 頁。
83) Cro. Car. 408-409，後述 16 頁，注 92) に引用されている；cp. また Marsh and
Rainfordʼs Case (1588) 2 Leo. III.
84) 第 3 巻 446-447頁。
85) 前述，注 80)。
86) 2 Leo. at p. 225.
87) 同書。

























90) (1603) 4 Co. Rep. 92b ; 第 3巻 443-444 頁。
91) 3 Bulstr. 222 ; 前述 9頁。
↗
92) このことは，Townsend v. Hunt (1636) Cro. Car. 408ケースによって例証されてい
る。このケースでは，被告の妻が遺言執行人であり，その立場で原告が成人した時に原





























































96) Sir F. Pollockは，次のように述べている。「その考え方は，イギリスの実定法のみな
らず，理論法学や政治学の学派においても特徴的である。Hobbs は，,契約されるすべ
ての物の価値は契約者の欲求によって測られ，それゆえ正当な価値は彼らが満足して与
える価値である-と述べている。」Contracts (9th ed.) 186-187.
97) Cro. Eliza. 67 ; cp. Bunniworth v. Gibbs (1654) Style 419, Rolle首席裁判官による。
98) Mervyn v. Lyds, Dyer at f. 91a.
99) Harford and Gardinerʼs Case 2 Leo. 30.
100) Brett v. J. S. and his Wife, Cro. Eliza. 756―「自然な情愛それ自体は，引受訴訟を根拠
づける充分な約因ではない。それは，ユースを提起できるに充分であるけれども，しか
し明示的なクィド・プロ・クゥオがなければ訴訟を根拠づけるに充分ではない。」
101) Tolson v. Clark, Cro. Car. 438.




















































Simeon 2 C. B. at p. 564.
107) Longridge v. Dorville 5 B. and Ald. 177.
108) Cook v. Wright 1 B. and S. 559.






Cockburn首席裁判官による，L. R. 4 Q. B. at p. 452.「訴訟当事者になろうとしている人
が，煩わせるためのものでも根拠のないものでもない法または事実の問題について訴訟
する権利を誠実に差し控えるとすれば，彼は価値のある何かを実際に諦めることになる
と私には思われる。」Miles v. New Zealand Alford Estate Co. (1886) 32 C. D. at p. 291,
Bowen 裁判官による。










[20] 第 1 に，15世紀にいくぶん揺らいだ後に111)，より小さい金額はより大き














111) Y. B. 33 Hy. VI. Mich. pl. 32 (p. 48) Danvers 裁判官による，Ames前掲書 329頁で
引用；および Y. B. 10 Hy. VII. Mich. pl. 4, Fineux裁判官が同じ意見を表明した。[後略]
112) [略]
113) (1563) Dalison 49 ; (1587) 4 Leo. 81.
114) 5 Co. Rep. 117a.
115) Ames前掲書 330-331頁。





























117) Y. B. 10 Hy. VII. Mich. pl. 4.
118) 第 2 巻 277頁，注 10)。
119) 1 Leo. 19 ; cp. Street前掲書ⅱ 98-99頁。



























120) Greenleaf v. Barker, Cro. Eliza. 193.
121) Dixon v. Adams, Cro. Eliza. 538．
122) 5 Co. Rep. 117a.
123) Cro. Eliza. 429．

























125) Flight v. Crasden (1625) Cro. Car. 8 (全額の支払い)；Johnson v. Atsell (1667) 1
Lev. 198 (少ない金額の支払い) ; Anon. (1675) 1 Ventris 258 (全額の支払い)；Ames
前掲書 331-332頁に引用されている他のケースを参照。
126) 後述 40 頁。
127) 第 3 巻 445 頁。
128) Yelv, II.
↗
129) ｢そして (裁判所による意見) 申し立てられている約因は別の理由で充分である。原
告は 205ポンドについて被告を免除したことを証明しなかったけれども，しかし万一被
告が後になってその責任をとわれるとすれば，原告に対して引受訴訟を起しうるであろ

























130) Digest Accord B4.
131) 後述 40-41，83-85 頁。
132) 後述 83-85 頁。
133) 後述 85 頁。
134) このテーマについて，多くの議論がなされてきた；Ames前掲書 327-329，340-348
頁参照；Williston H. L. R. viii 27-38 ; Langdell, H. L. R. xiv 496-508 ; Pollock, Contracts
(9th ed.) 197-202, and L. Q. R. xvii 419-422 ; Street前掲書ⅱ 116-120 頁。































137) (1616) 3 Bulstr. 162.
138) 後述 41頁。
139) 前述 21-22頁。
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う事実を挙げた。この見解が Bagge v. Sladeケースにおける Coke の所見に示さ
れていることはすでに見た140)。それは，Sherwood v. Woodwardケースにおける





















































142) 後述 44 頁。
143) 第 3 巻 443-444 頁。
144) Ball v. Hesketh Comb. 381.


























145) Hyleing v. Hastings 1 Ld. Raym 389.
146) 同書。
147) 2 Cowper 544.






























Cowper at p. 548.
151) Lewis v. Chase (1720) 1 P. Wms. 620.
152) この判決は，次のように始まる。「ここに正直な債権者がいて，破産者は，債権者に
すべてを支払うとしても，それでも良心において支払うべきもののみを支払う。」この
ケースの判決は他の多くのケース (1 P. Wms. 622 n. 1) の精神に反しており，Sumner
v. Brady (1791) 1 H. Bl. 647 で破棄された。
153) 前述 4-5 頁。私は，エクイティにおける約因のその後の歴史をこの歴史書の次の著
作で扱う ; Roscoe Pound, Consideration in Equity, Wigmore Celebration Essays 435 seqq.
参照。
154) Roscoe Pound前掲書 457-458頁。









ないと判示されたけれども，[28] Mansfield 卿は Rann v. Hguhesを Hawkes v.
Saunders156) (1782) において区別したが，前者のケースでは遺産管理人に遺産が
なかったということを根拠とした157)。Hawkes v. Saundersにおいて，Mansfield












155) (1778) 7 T. R. 350 n. a.
156) 1 Cowper 289.




158) 同書 284 頁。
159) 同書 290 頁。
























161) Reech v. Kennegal (1748) 1 Ves. Sen. at p. 126.
162) Trewinian v. Howell (1588) Cro. Eliza. cited by Buller, J., 1 Cowper at p. 293.
163) Wells v. Wells (1669) 1 Ventris 40, cited by Buller, J., 1 Cowper at p. 293.
164) 前述第 2巻 14-15，18頁；後述 37-38頁。

































v. Mawson (1798) 1 B. and P. at p. 290.
↘
168) 第 7 巻 19-20，43-46頁。
169) 3 Burr. 1663.
170) 同書 1669頁。
171) 同書。















分な約因であるという彼の見解は成長し栄えた。なるほど 1794 年に Deeks v.







174) 7 T. R. 350 n. a.
175) 5 T. R. 690.








177) ｢これらの判決の先例変更 (overturning) は……教会裁判所が遺産を求めて訴える
唯一の法的場所であったという根拠にもとづいて行なわれたが……Deeks v. Strutt判決
は良心という一般的根拠と何ら関係がなかった。」Barnes v. Hedley (1809) 2 Taunt. at














年に Barnes v. Hedley181)ケースにおいて，先行する融資は高利禁止法 (usury
laws) の侵害によって無効であっても，元本と法定利息を支払う約束はその融資
に基礎をおくことができると判示された。1863 年になってようやく Flight v.
Reed182)ケースにおいて，Martin 裁判官の強力な反対にもかかわらず，この判決






178) Flight v. Reed (1863) 1 H. and C. 703参照；後述 33頁。
179) 前述 26頁。
180) 第 3 巻 442-444 頁；前述 26頁。
181) 2 Taunt. 184.
182) 1 H. and C. 703 ; Martin 裁判官は，711頁で「まったくもって無効で違法な契約や取
引が，どのようにして新たな契約の法的約因になることができるのか理解できない。」
と述べた。
183) 5 Taunt. 36.


























かった他の約因の証明に成功できない。」5 Taunt. at p. 48, Gibbs 裁判官による。
186) 5 Taunt. at p. 46 Mansfield首席裁判官による。






だ。」3 Burr. at pp. 1671-1672.





























あった。」Selwyn, Nisi Prius i 51 n. II, cited Anson, Contracts (9th ed.) 107.
192) 後述 38-39頁。
193) (1802) 2 East 505.












その理論が Flight v. Reed200)の裁判所の判決に刺激を与えたことはすでに見た。
その影響の痕跡は 1843年201)と 1848年202)に Park裁判官によってなされた判決の
文言の中に見ることができる。
[34] 18 世紀の法原理のこのような発展がコモンローに受け入れられていたと





196) (1833) 1 C. and M. 810.
197) 同書 818-819頁，Lord Lyndhurst, C. B. による。
198) 同書 811-818頁。
199) 後述 37頁。




彼が獲得したと想定されているということである。」Williams v. Moor (1843) 11 M.






て義務づけられる。」Earle v. Oliver (1848) 2 Ex. at p. 90.






















203) ｢もしそれが 1世紀か 2世紀前にMansfield卿のような権威をもった裁判官の考えに
浮かんでいたとすれば，イギリス契約法の現代的発展全体が変わっていたであろうし，
その原則は (細かなテクニカルな相違のみを残して) スコットランド法の原則に吸収さ
れていたであろう。」Contract (9th ed.) 191. この傍論に対する唯一可能な批判は，約因
の手続的起源がその当時あまりによく認識されていたので，おそらくそれは「1世紀か
2世紀前の」どの裁判官の考えにも浮かばなかったであろうということである。
204) 後述 44 頁。











いという，Pillans v. Van Mierop206)においてMansfield卿が表明した見解であっ
た。すでに見たように，この見解は，わずか 13年後に Rann v. Hughes207)ケース
において拒絶されたので，後の裁判官の明示または黙示の承認によって重みを加
える時間がなかった。私の意見では，それがそれほど迅速に拒絶されたのは，詐







206) (1765) 3 Burr. at p. 1669 ; 前述 29-30 頁。































(Attorney General) が述べた。」Marquis of Normanby v. Duke of Devonshire (1697)
Free. Ch. at p. 217.
↘
210) Hollis v. Edwards (1683) 1 Vern. 159 ; Butcher v. Stapely (1685) 1 Vern. 363 ; 第 6
巻 658-659頁。
211) 第 6 巻 380-384 頁。
212) Smith v. Watson (1719) Bunbury 55 ; cp. Welford v. Beazely (1747) 3 Atk. 504.
213) Pollock, Contracts (9th ed.) 699-701 ; このルールが最終的に判決された Leroux v.
Brown (1852) 12 C. B. 801 における議論は，詐欺防止法の第 17条の効果の問題に関し
て混乱があった。その条項は異なった文言が使われており，その効果について最終的判
決に至っていない。第 6巻 386頁，注 4)。
214) 前述 30-31頁。






























ることに同意しない。」Hawkes v. Saunders (1782) 1 Cowper at p. 290, Mansfield首席
裁判官による。
218) 3 B. and P. 249.
219) (1603) 4 Co. Rep, 92a.








Williams220)ケースの弁論で使われ，Earle v. Oliver221)において Park 裁判官に
よって承認された。そして Flight v. Reed において222)Pollock 主席裁判官と
Wilde 裁判官によって誤って適用されたが，引用された。何よりも重要なことは，
この注釈が Eastwood v. Kenyon223)ケースにおいてDenman首席裁判官によって
承認されたことである――このケースは道徳的義務を有効な約因と見なすこと
ができるという理論に致命的打撃を与えたケースである。この問題に関する





が基礎をおいていたように，Hunt v. Bate，Townsend v. Huntのようなケースや
220) (1833) 1 C. and M. at p. 816.
221) (1848) 2 Ex. at p. 90.
222) (1863) 1 H. and C. at p. 716.
223) (1840) 11 Ad. and E. at p. 447.
































う Eastwood v. Kenyon判決から 3 つの結果が生じた。第 1 に，動機と約因を明
瞭に区別することが可能になった。この区別は，2年後に Thomas v. Thomas230)
226) 11 Ad. and E. at p. 452 ; 引用されているケースについては，前述 14-15 頁参照。
227) 9 巻 c. 7 § 2；Common Law Procedure Commission, First Report, Parlt. Papers
(1831) xxii at pp. 590, 599 ; Cambridge Law Journal i 273-275.
228) 第 3 巻 582頁。
229) 第 7 巻 420-421頁。
230) (1842) 2 Q. B. 851 ; 「動機は約因と同じものではない。約因は，原告から移動して
法の観点から見て何らかの価値のあるものを意味する。」同書 859頁，Patterson 裁判
官による。





















231) 前述 32頁，注 191)。
232) (1614) Hobart 105 ; 前述 15 頁。
233) 前述 14-16頁。
234) Anson, Contracts (12th ed.) 114-116.
235) [1892] 1 Ch. at pp. 115-116. Scrutton 裁判官が Evans v. Heathcote [1918] 1 K. B. at
pp. 435-436 において，Lampleigh v. Brathwait における約因を過去のものと見なした古

















Dutton v. Poole243)などのケースを排除した244)。そのルールは，1833年に Price v.




(1 M. and W. 323) ケースにおいて実際そのように判示された。そのようなケースでは，
それは単に未履行の代物弁済にすぎず，それを履行しないことを求める訴訟は成立しな
い。」Earle v. Oliver (1848) 2 Ex. at p. 90.
238) 第 3 巻 442-444 頁；前述 9頁。
239) [1922] 2 A. C. at p. 524；L. Q. R. xxxix 146-148参照。
240) Heyling v. Hasting (1699) 1 Ld. Raym, at p. 421 ; Tanner v. Smart (1827) 6 B. and C.











243) (1677) 2 Lev. 211.
244) 前述 12頁。
245) 4 B. and Ad. 433.



















246) 1 B. and S. 393.
247) (1884) 9 A. C. 605.
248) At p. 613.
249) ｢Andrew が Peter に対する拘束力ある約束を履行することは，Andrew に対する







ed.) 198, L. Q. R. xvii 419-420 ; しかしながら，Sir F. Pollockは，Bagge v. Slade, Scotson
v. Pegg, Shadwell v. Shadwell を引用して「先例は，現状の限りでは反対の方向を向い
ている」と付け加えている。しかし，最初の 2つのケースは，約束に対して約束が与え


























250) Contracts (9th ed.) 200-201.
251) 後述 83-85 頁。
252) (1860) 9 C. B. N. S. 159.






C. B. N. S. at p. 174.



























257) このテーマについては，E. G. Lorenzen, Causa and Consideration in the Law of
Contracts, Yale Law Journal xxviii 621 ; and a paper by F. P. Walton, L. Q. R. xli 306.
258) 第 5巻 294-296頁。
















16 世紀と 17 世紀に，この拡張傾向は他の 2 つの原因によって支えられていた。
[43] それは，第 1 に「すべての合意の強制可能な性質は自然法によって要求さ
れており，約束の非強制可能性は，自然法に反する特定のローマ法の原理であ




260) 同書 263，294 頁。




Buckland, Roman Private Law 232.
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必要であり続けたが，それは教会法学者型のカウサであった。事実，この教会法





















270) Pollock, Contracts (5 th ed.) App. 692 ; cp. Jazawickreme v. Amarasuriya [1918] A.






































ある。」Yale Law Journal xxviii 632.↘
272) Art. 1133.
273) Yale Law Journal xxviii 633.
274) Lee, Introduction to Roman Dutch Law 198参照。
275) Yale Law Journal xxviii 634, and note 75.
276) Introduction to Roman Dutch Law 198 n. 2.
277) Yale Law Journal xxviii 635.




























280) Eastwood v. Kenyon (1840) 11 Ad. and E. at p. 450.
281) Yale Law Journal xxviii 642, citing Art. 1341 of the Civil Code ; 類似するスコットラン








ば，もし Pillans v. Van Mierop においてMansfield卿が提唱した理論が優勢に
なっていたとすれば，現在イギリスの契約理論は，大陸のシステムに非常に密接



















282) Yale Law Journal xxviii 643, citing the codes of France, Germany, and Italy.
283) (1765) 3 Burr. at pp. 1670, 1671.
284) Pollock, Genius of the Common Law, 91.
285) Elements of Law (3rd ed.) 310-317.
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的約因で充分である。なぜ，Aが Bとの契約上の義務を履行することが，Aに
























287) Genius of the Common Law 91.





























Law Journal xxviii 646.↘
290) 前述 29-30 頁。
291) 第 7 巻 45 頁。
292) もちろん，これはどの契約法体系においても先行条件でなければならない。そのよ
うな意図が存在しないという根拠で合意が強制できないと判示された最近の好例として，
Balfour v. Balfour [1919] 2 K. B. 571 参照：cp. Rose and Frank Co. v. Crompton and
Bros. [1923] 2 K. B. 261, [1925] A. C. at p. 454では，当事者が法的義務を創る意図を
明示的に否定していたという理由で，その合意が強制できないと判示された。また，
Tomlin 裁判官が信託の設定にまったく同じ原則を適用したことにも留意。In re
Falkiner [1924] 1 Ch. 88 ; 事実，エクイティにおいて，この原則は古くから認められ
てきた。Lord Walpole v. Lord Oxford [1797] 3 Ves. at p. 419 ; Maunsell v. Hedges
(1854) 4 H. L. C. 1093 ; Jorden v. Money (1854) 5 H. L. C. 185 参照。













単純契約と捺印証書契約の区別を廃止する294)。(2) 詐欺防止法の第 4 条と物品








しかし，これらの将来への期待から 16 世紀と 17 世紀の法にもどる時である。
293) 前述 48頁。
294) これと同様のことは，32, 33 Victoria c 46 によって遺産管理に関する法においてすで
に実施されている。 ; Re Samson [1906] 2 Ch. 584.
295) 方式の制限を課す他の制定法を再考することが必要であるかもしれない；法人契約
は捺印によらなければならないというルールは必ずしも影響されないであろうが，それ
らは，捺印証書契約ではなくなるであろう。
―― ウィリアム・ホールズワース『イギリス法の歴史』232
